
令和５年度　各会計別補正予算（案）概要

令和５年３月

前  年  度

既定予算額 補正予算額 　　計　　　A     予  算  額  B C=A-B C/B×100

千円 千円 千円 千円 千円 ％

一 般 会 計 315,879,589 792,785 316,672,374 339,446,155 △22,773,781 △6.7
（ 第 １ 号 補 正 ）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 73,117,282 0 73,117,282 72,132,696 984,586 1.4

介 護 保 険 特 別 会 計 73,007,871 0 73,007,871 67,890,308 5,117,563 7.5

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 18,091,956 0 18,091,956 17,597,610 494,346 2.8

合　　　　　　計 480,096,698 792,785 480,889,483 497,066,769 △16,177,286 △3.3

＊前年度予算額は、各会計とも令和４年度の最終予算額（案）である。

令　和　５　年　度　予　算　額 比  較  増  減
区　　　　　分
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令和５年度　一般会計補正予算（第１号）総括表
　（１）歳入予算款別表

計 前年度予算額 比  較  増  減
金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 前年度比

千円 千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

  1 特別区税 53,687,073 0 53,687,073 17.0 52,955,054 15.6 732,019 1.4

  2 地方譲与税 983,701 0 983,701 0.3 1,049,001 0.3 △65,300 △6.2

  3 利子割交付金 108,000 0 108,000 0.0 170,000 0.1 △62,000 △36.5

  4 配当割交付金 779,000 0 779,000 0.2 864,000 0.3 △85,000 △9.8

  5 株式等譲渡所得割交付金 691,000 0 691,000 0.2 691,000 0.2 0 0.0

  6 地方消費税交付金 15,300,000 0 15,300,000 4.8 15,587,000 4.6 △287,000 △1.8

  7 自動車取得税交付金 1 0 1 0.0 1 0.0 0 0.0

  8 環境性能割交付金 238,000 0 238,000 0.1 253,398 0.1 △15,398 △6.1

  9 ゴルフ場利用税交付金 1,849 0 1,849 0.0 2,496 0.0 △647 △25.9

 10 地方特例交付金 573,000 0 573,000 0.2 744,157 0.2 △171,157 △23.0

 11 交通安全対策特別交付金 73,000 0 73,000 0.0 72,000 0.0 1,000 1.4

 12 特別区交付金 111,059,000 0 111,059,000 35.1 107,884,470 31.8 3,174,530 2.9

 13 分担金及び負担金 2,227,003 0 2,227,003 0.7 2,302,273 0.7 △75,270 △3.3

 14 使用料及び手数料 4,296,514 0 4,296,514 1.4 4,621,072 1.4 △324,558 △7.0

 15 国庫支出金 68,924,503 668,033 69,592,536 22.0 84,750,645 25.0 △15,158,109 △17.9

 16 都支出金 26,485,488 0 26,485,488 8.4 28,389,934 8.4 △1,904,446 △6.7

 17 財産収入 439,893 0 439,893 0.1 623,415 0.2 △183,522 △29.4

 18 寄付金 23,198 0 23,198 0.0 280,069 0.1 △256,871 △91.7

 19 繰入金 23,971,928 124,752 24,096,680 7.6 29,096,671 8.6 △4,999,991 △17.2

 20 繰越金 1,000,000 0 1,000,000 0.3 5,328,062 1.6 △4,328,062 △81.2

 21 諸収入 3,482,438 0 3,482,438 1.1 3,777,437 1.1 △294,999 △7.8

 22 特別区債 1,535,000 0 1,535,000 0.5 4,000 0.0 1,531,000 38,275.0

歳  入  合  計 315,879,589 792,785 316,672,374 100.0 339,446,155 100.0 △22,773,781 △6.7

＊前年度予算額は、令和４年度の最終予算額（案）である。
＊構成比は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

科　　　目 （款） 既定予算額 補正予算額
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　（２）歳出予算款別表
計 前年度予算額 比  較  増  減

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 前年度比

千円 千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

  1 議会費 970,279 0 970,279 0.3 929,827 0.3 40,452 4.4

  2 総務費 39,594,450 0 39,594,450 12.5 42,048,692 12.4 △2,454,242 △5.8

  3 民生費 148,345,131 0 148,345,131 46.8 161,468,175 47.6 △13,123,044 △8.1

  4 産業経済費 6,077,579 0 6,077,579 1.9 6,216,095 1.8 △138,516 △2.2

  5 環境衛生費 25,810,994 782,785 26,593,779 8.4 29,542,551 8.7 △2,948,772 △10.0

  6 土木費 23,629,043 0 23,629,043 7.5 26,609,738 7.8 △2,980,695 △11.2

  7 教育費 40,774,710 10,000 40,784,710 12.9 44,725,926 13.2 △3,941,216 △8.8

  8 公債費 3,789,071 0 3,789,071 1.2 3,425,034 1.0 364,037 10.6

  9 諸支出金 26,488,332 0 26,488,332 8.4 24,080,117 7.1 2,408,215 10.0

 10 予備費 400,000 0 400,000 0.1 400,000 0.1 0 0.0

歳  出  合  計 315,879,589 792,785 316,672,374 100.0 339,446,155 100.0 △22,773,781 △6.7

＊前年度予算額は、令和４年度の最終予算額（案）である。
＊構成比は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

科　　　目 （款） 既定予算額 補正予算額
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令和５年度　一般会計補正予算（第１号）性質別経費

令　和　５　年　度　予　算　額 前年度予算額 比 較 増 減
区　　　　　分 既  定  予  算　額 補正予算額 計 金    額 金    額 前年度比

金　　額 構成比 金　　額  金　　額 A 構成比 B C=A-B C/B×100

千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

人　  　件　  　費 40,103,997 12.7 0 40,103,997 12.7 39,875,074 11.7 228,923 0.6

扶　　　助　　　費 112,600,014 35.6 0 112,600,014 35.6 108,362,720 31.9 4,237,294 3.9

公　　　債　　　費 3,789,071 1.2 0 3,789,071 1.2 3,425,034 1.0 364,037 10.6

投　資　的　経　費 38,973,075 12.3 0 38,973,075 12.3 38,867,003 11.5 106,072 0.3

その他一般行政経費 120,413,432 38.1 792,785 121,206,217 38.3 148,916,324 43.9 △27,710,107 △18.6

合　　　　　計 315,879,589 100.0 792,785 316,672,374 100.0 339,446,155 100.0 △22,773,781 △6.7

＊前年度予算額は、令和４年度の最終予算額（案）である。
＊構成比は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

構成比
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令和５年度　一般会計補正予算（第１号）主要事業概要

（単位：千円）

款　別 補正額 金　　額 計  　　   上    　　 概   　　  要

環境衛生費 782,785 1
新型コロナウイルスワクチン接種
事業

782,785

　新型コロナウイルスワクチン接種費用について、令和5年4月以降も公費負担となる見
込みであるため、医療機関に対する接種費用等の予算を計上する（4月～9月までの想
定分）。

１ 個別接種委託料 780,171千円
 （1）個別接種に係る接種委託料 699,255千円
　　　オミクロン株対応ワクチンの在庫量 246,510回分の接種費用を計上
　　　　※最大で約80％の区民の接種を想定
　　　　    【参考】①対象者総数：632,480人
　　　　　　    　　 ②既接種者数＋予約数：261,762人（令和5年1月27日時点）
　　　　　　　　     ③最終的な接種者見込数（261,762人＋246,510人）：508,272 人
　　　　　　　　　　  508,272人÷632,480人 ⇒ 約80％の区民の接種を想定
  　ア　接種費用　561,303千円（単価2,277円×246,510件）
　　イ　予診のみ　 835千円（単価1,694円×493件）
　　ウ　時間外　　　　　 27,768千円（単価803円×34,580件）
　　エ　休日加算　　　　78,127千円（単価2,343円×33,345件）
　　オ　医師会事務費　16,401千円（単価83円×197,602件）
　　カ　国保連事務費　14,821千円（単価300円×49,401件）
 （2）区内医療機関におけるワクチン管理及び移送に係る委託料　80,916千円
     ア　ワクチン管理料　 72,310千円（単価1,100円×65,736バイアル）
     イ　ワクチン移送料等　8,606千円

2　接種券再発行の郵送料　2,614千円
　　単価94円×27,806件（再発行：令和4年4月～12月実績の平均の6か月分）

【特定財源】　国庫負担金  接種費用（上記１（1）ア～エ分）
                       668,033千円（負担率10/10）

事　　　業　　　名
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（単位：千円）

款　別 補正額 金　　額 計  　　   上    　　 概   　　  要事　　　業　　　名

教育費 10,000 1 学校施設管理事務 10,000

１　学校工事におけるコスト分析・縮減方策検討委託　10,000千円
 （1）目的
　　  足立区における中長期的な学校建設工事コスト縮減を図るため、足立区において
     実施済みの学校建設工事に係るコストの実績等の分析及び分析結果を元にしたコ
     スト縮減方策を検討する。

 （2）背景
　　ア　学校建設コストが建築資材や人件費高騰に伴い、10年前と比較し平米単価が
　　　 1.5倍に増加している中、他区と比較して建設にかかるトータルコストが高額となる
      場合が見受けられる
    イ  避難所機能の充実、少人数学級や特別支援教室、多目的室の整備による延床
      面積増に伴う建設コスト総額の増加
    ウ  小学校の給食無償化の実現も含め、教育施策の更なる充実に向けて、新たな
　　　財源を確保するためにも、学校建設コスト高の要因と他区との比較分析、検証及
　　　び今後の建設コスト縮減方策の検討が必要

 （3）主な委託業務内容
    ア　他自治体と足立区の学校建設工事に係るコスト、積算データ、設計・仕様書等の
      比較分析
    イ　今後の足立区における学校建設工事コスト縮減の方策立案
　　 （ア）アの分析結果に基づく設計及び仕様等の工夫によるコスト縮減方策
　　 （イ）発注方式等の工夫によるコスト縮減方策

 （4）契約期間（予定）
 　　 令和5年4月から令和6年2月まで

合　　　計 792,785
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特定目的基金の積立状況

（単位：千円）

一般会計 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮

３年度末
現在高a

４年度
当初積立

４年度
当初取崩

４年度
当初現在高A

剰余金
基金編入

補正１０号
まで積立計

補正１０号
まで取崩計

４年度末
 現在高b

５年度
当初積立

５年度
当初取崩

５年度
当初現在高B

５年度
１号積立

５年度
１号取崩

５年度末
現在高c

年度末
現在高比較c-b

1 財政調整基金 47,666,161 16,250 11,541,001 36,141,410 6,000,000 1,550 △ 2,325,751 44,468,711 18,300 8,535,313 35,951,698 124,752 35,826,946 △ 8,641,765

2 減債基金 5,361,091 44,600 242,000 5,163,691 △ 210 5,163,481 4,950 667,000 4,501,431 4,501,431 △ 662,050

3 公共施設建設資金積立基金 47,367,446 34,510 6,196,799 41,205,157 6,545,522 810,557 46,940,122 40,850 4,470,000 42,510,972 42,510,972 △ 4,429,150

4 地域福祉振興基金 5,180,416 16,396 1,078,528 4,118,284 112,230 △ 94,171 4,324,685 15,984 1,965,846 2,374,823 2,374,823 △ 1,949,862

5 義務教育施設建設等資金積立基金 59,394,822 42,240 8,658,599 50,778,463 7,003,620 △ 641,755 58,423,838 50,880 5,025,489 53,449,229 53,449,229 △ 4,974,609

6 育英資金積立基金 1,575,683 369,009 324,752 1,619,940 131,925 △ 60,737 1,812,602 571,615 328,336 2,055,881 2,055,881 243,279

7 住宅等対策資金積立基金（R4.9月廃止） 1,417 10 0 1,427 △ 10 1,417 0 0 0 0 0 0

8 一般区営住宅改修整備資金積立基金 2,143,205 151,770 476,693 1,818,282 △ 60 △ 8,488 1,826,710 151,830 622,861 1,355,679 1,355,679 △ 471,031

9 環境基金 364,626 400 30,000 335,026 400 △ 7,456 342,882 630 30,000 313,512 313,512 △ 29,370

10 文化芸術振興基金 149,869 330 12,600 137,599 260 137,859 340 12,600 125,599 125,599 △ 12,260

11
竹の塚鉄道立体化及び関連都市計
画事業資金積立基金 3,429,815 3,340 1,151,474 2,281,681 △ 10 △ 1,260 2,282,931 2,550 992,525 1,292,956 1,292,956 △ 989,975

12 緑の基金 1,224,289 3,750 24,455 1,203,584 △ 40 1,203,544 3,850 48,769 1,158,625 1,158,625 △ 44,919

13 協働・協創パートナー基金 217,110 2,190 9,000 210,300 1,590 △ 900 212,790 2,210 9,000 206,000 206,000 △ 6,790

14 子ども・子育て施設整備基金 697,228 72,017 45,082 724,163 △ 30 △ 12,137 736,270 5,156 155,276 586,150 586,150 △ 150,120

15 大学病院施設等整備基金 499,680 1,720 500,000 1,400 △ 1,399 0 0 0 0 0 0

16 防災減災対策整備基金 5,234,877 4,620 410,000 4,829,497 1,818,754 6,648,251 6,420 1,028,000 5,626,671 5,626,671 △ 1,021,580

17 あだち子どもの未来応援基金 224,597 201,080 20,510 405,167 21,102 △ 4,272 430,541 101,390 65,110 466,821 466,821 36,280

合　　　　　　計 180,732,332 964,232 30,721,493 150,975,071 6,000,000 15,635,194 △ 2,344,953 174,955,217 976,955 23,956,125 151,976,047 0 124,752 151,851,295 △ 23,103,922

介護保険特別会計

３年度末
現在高a

４年度
当初積立

４年度
当初取崩

４年度
当初現在高A

補正2号
まで積立計

補正2号
まで取崩計

４年度末
 現在高b

５年度
当初積立

５年度
当初取崩

５年度
当初現在高B

５年度末
現在高c

年度末
現在高比較c-b

18 介護保険給付準備基金 4,321,157 3,820 1,648,000 2,676,977 631,921 △ 388,074 3,696,972 3,470 3,322,000 378,442 378,442 △ 3,318,530

※表示金額は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

項　　　　　　目

      予算ベース    ↓R3決算時（一般会計）

項　　　　　　目

*減債基金積立額の内訳
 6%積立ﾙｰﾙ分40,020
 利子分           4,580

*減債基金積立額の内訳
 6%積立ﾙｰﾙ分       0
 利子分           4,950

*

※満期一括償還方式地方債年６％減債基金積立ルールについて

満期一括償還方式の地方債を発行した場合、満期日に元金全額を償還することになり、満期償還年度の財政負担が増大する。そのため、満期一括償還方式市場公募債の償還方法については、元金償還財源の確保及び世代間負担の公平を図る観

点から、発行後４年目から毎年度元金の６％相当額を減債基金に積み立てていくこととしている（平成４年１月２０日自治省財政局地方債課長通知）。このルールに準拠して足立区では満期一括償還方式地方債について発行後４年目から元金の６％分を

減債基金へ積み立てている。これにより、地方債発行後２０年で元金全額分を積み立てることになる。

*
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